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私は、民主政治の根幹は誰もがそうであ

るように、「主権在民（国民主権）」にある

と認識している。そして、これを具現化す

る手段として、最も民主的な手法が「議会

制民主主義」であると理解している。しか

し、先の国会終盤において審議時間も十分

にとらないままに、強行採決を乱発した政

府側の対応をわれわれは何と理解したらよ

いのだろうか。審議を放棄し国民に説明責

任を果たさない国会運営のやり方は、自ら

民主政治を否定するものである。藤原定彦

氏が著した「国家の品格」によれば、「主権

在民には大前提がある。それには国民が成

熟した判断をすることができるという前提

付きだ」と述べている。これをどう理解す

るかは各人に譲るとして、先の衆議院選挙

においてあれ程までの自民党勝利を許さな

ければ「定率減税の廃止」もなかったはず

である。しかし、あの選挙は郵政民営化を

問うためのものであって、「減税廃止」をわ

れわれが選択したわけではないのである。

この機関誌が発行されるのは、参議院選

挙の結果が発表された８月初旬の予定であ

るが、この選挙はわれわれの今後の労働生

活の帰趨につながるものであると同時に、

国民の成熟度を推し量るものでもある。民

主党の大躍進を願うばかりである。

振り返れば、今次の国会会期は12日間延

長され、参議院選挙の投票日は７月29日と

なった。これは教育制度や公務員制度改革

などの重要法案の審議時間を確保するため

の措置であった。しかし、社会保険庁によ

る公的年金保険料の納付記録漏れが発覚、

その対策のための特例法案などの審議をめ

ぐって与野党が激しく対立したことから、

最低賃金の引き上げなど雇用ルール見直し

に関する３法案の成立は、秋の臨時国会に

先送りされることとなった。これは、政府

側が「衆議院でこのまま継続審議とし、参

議院選挙で次期国会での実現を国民に訴え

た方が得策と判断した」ためであるが、夏

休み期間中の投票日の方が投票率が下がり、

与党サイドに有利に働くとの判断があった

とも言われている。

雇用・労働に関わるルール見直しの法改

正は、ここまでは労働側に比較的配慮した

ものとなっている。しかし、労働政策審議

会・労働条件分科会の審議経過や答申（本

年２月２日）を見ると、労働側の強い反対

によって具体的な改正法案には盛り込まれ

なかったものの、むしろ残された部分に看

過できない内容があることに留意が必要で

ある。労働時間法制の関連で言えば、一定

時間を超えた時間外労働に対する割増賃金

率の引き上げや、企画業務型裁量労働制の

緩和などは、具体的法案として次の国会で

審議されることになる。しかし、この他に

労働時間規制の大幅な緩和を狙った「自己

管理型労働制」（日本版イグゼンプション）
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の創設が残されていることを忘れてはなら

ない。経団連の政府要望にも今回は具体名

をカットしたまま残されており、制度実現

を望む経営側の意思は固いのである。また、

労働契約法関連では、就業規則の変更によ

る労働条件の変更がある。これは使用者に

よる一方的な労働条件切り下げの横行につ

ながりかねない問題である。さらに、「均等

待遇」が盛り込まれず、労働契約法の対象

範囲に「経済的従属関係にある労働者」が

含まれなかったことは、雇用形態の多様化

が進む時代にあって、ルールとしてはあま

りにも不十分と言わざるを得ない。われわ

れは、今後の国会審議から目を反らすこと

は出来ない。規制改革会議など政府側の考

え方ひとつで、労働市場改革と称した雇

用・労働ルールのなし崩し的見直しが断行

される恐れが強いのである。そのことは政

府の骨太方針にも表れている。

日本の雇用政策は、職業紹介、失業保険、

職業訓練など事後的な失業対策から、解雇

を抑制し、失業を予防する完全雇用政策、

すなわち積極政策へと転換・発展してきた

経緯をもっている。しかし、労働ビックバ

ンの提唱者は、失業の事後対策を「セーフ

ティーネット」と誇張。「この整備と充実に

重点をおくべき」と雇用政策の歴史の歯車

を逆回転させる失業対策への「先祖帰り」

を提言しているのである。これは元雇用審

議会会長の高梨氏が指摘されている。

われわれは、政治的パワーの片方への大

きな偏りは、権力の過信を招き、時として

国民に大きな不幸を生じさせやすいことに

気づくべきである。選挙は終わってみなけ

れば分からないが、少なくとも国民の大い

なる審判に期待したいものである。

国民の認識・成熟度を推し量った
「０７年７月の参議院選挙」
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◆今号の特集では、「団塊の世代はどこへゆく」
の第２弾として、ものづくり中小企業を地域一
体型でサポートする大田区の産業振興協会の取
り組み事例とセカンドライフを活き活きと過ご
す３人の生き様などを取り上げた。退職後の長
いセカンドライフをいかに充実して過ごすかは、
全ての人にとって重大関心事だ。健康で、自分
の好きな夢に打ち込んで、少しは他人のために
なることができれば恩の字かもしれない。

象徴されるデジ
タル家電・ＡＶ
機器・ＯＡ機器、
更に電子化が進
む自動車用と、
さまざまな分野
で活用されてい
る。
ＰＭ製品とし
ては、ノートパ
ソコン用のアダ
プタ、プリンタ
用電源など、比
較的小型の電源
を生産している。
今回訪問した
サンケン電気川
越工場には、オプティカルデバイス製品の技
術開発部門が集結し、市場のスピードに対応
したものづくりを目指している。また、ＰＳ
製品の技術開発部門から生産までの一貫工場
があり、その工程を見学することができた。
今回はものづくりの現場を見るということ
で、ＰＳ製品の生産工程を見学させていただ
いた。工場の主力製品は、不慮の停電などの
場合でも安定した電源を供給する無停電電源
装置（ＵＰＳ）や、通信用電源、移動体通信
の基地局用電源など、社会インフラで重要な
大型電源装置を生産している。
工場の現場は、大量生産の一貫ライン生産
をイメージしていたが、そうではなく、現場
の生産改革活動により、顧客の注文に応じた
製品を効率良く生産していた。また、明るい、
清潔な感じの職場で、組立作業・配線作業・
検査作業など、きびきび励んでいた。
表紙のイラストは、直流電源装置の配線作
業をしているところである。生産改革活動に

より、セル生産化されており、高品質・高精
度を要求される製品の複雑な配線作業は一つ
のミスも許されない、きめ細かな細心の技が
求められる。働く一人ひとりの姿には、常に
技術力と創造力の革新に努めながら確かな品
質を追求する気迫がみなぎっ
ていた。（美）
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電機連合―サンケン電気
川越工場

◆超高齢社会では、地域全体に
高齢者が多数を占めるので、地
域一体型のサポート体制が重要だ。仕
事中心の男性にとって、退職後に地域のコミュ
ニケーションの輪に入っていくのは、一番不得
手なところ。あんまり、仕事仲間とばかり夜遅
くまで付き合っていないで、現役時代から同じ
マンションの住人たちと交流したり、地域のサ
ークルに参加することも心がけておきたい。（美）

今回は、埼玉県川越市にあるサンケン電気
川越工場を訪問した。東武東上線ふじみ野駅
から車で10分くらいのところに工場があり、
本社まで車で30分くらいの新座市にある。
サンケン電気は、終戦から間もない1946
年に、当時はまだ創世記にあった半導体の研
究開発を進め、その技術を用いた電源製品の
製造を開始したことに始まる。
同社は、今や世界シェア』１を誇る製品を
多く持ち、パワー半導体を中心とした、パワ
ーエレクトロニクスとその周辺領域でソリュ
ーションを提供する専門メーカーである。パ
ワー半導体からオプティカルデバイスまで包
括する半導体製品、スイッチング電源を中心
としたパワーモジュール（ＰＭ）製品、直流
電源と無停電電源装置を中心としたパワーシ
ステム（ＰＳ）製品の3つのセグメントに分類
することができる。
半導体製品は、モータや照明など大電流の
変換・制御用の用途に採用され、ＩＴ時代に

ブレーカーブロックの組立工程


